
 

 

 

第２編 第４章 

 

特定供給設備・貯蔵施設に係る許可申請等 

（液石法第３６条による） 

  



特定供給設備・製造施設に係る許可申請等の手続き一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貯蔵施設所在地 

の消防長又は消 

防署長の意見書 

 

特定供給設備 

貯 蔵 施 設 

意見交付申請 

変更許可申請 

▸ 貯蔵施設の撤去 

▸ 消火設備の変更 

▸ 換気孔の増設 

▸ 特定供給設備の廃止 

▸ 特定供給設備の名称変更 

Ｐ186 

Ｐ128 

Ｐ166 

Ｐ182 

変  更 設  置 

軽微な変更 

変更届 

設置許可申請 

完成検査申請 

完成検査 

使用開始 

Ｐ128 
Ｐ166 
Ｐ182 

消防長等の意見書正本を添付 

Ｐ128 
Ｐ166 
Ｐ182 

完成検査証受領後使用開始 
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１．特定供給設備（1トン以上 10トン未満） 

 

（１）特定供給設備の概要 

① 特定供給設備の規定 

特定供給設備とは、容   器：３，０００㎏以上、 

バルク容器：３，０００㎏以上、 

貯   槽：１，０００㎏以上、１０，０００㎏未満 

バルク貯槽：１，０００㎏以上、１０，０００㎏未満の供給設備を

いう。 

（２）特定供給設備となる組合せ 

 

① バルク容器            × １基 ≧  ３，０００㎏ 

              ３，０００㎏以上 

          

② 

 

 

  容器(又はバルク容器)（５０㎏入）×６０本以上 ≧  ３，０００㎏ 

 

③  

 

  バルク貯槽(又は貯槽)      × １基 

   １，０００㎏以上、１０，０００㎏未満    ≧  １，０００㎏ 

 

④ 

 

 

 

 

  容器(又はバルク容器) ＋バルク貯槽（又は貯槽）   ≧  １，０００㎏(合算) 

   ５０㎏入× １１本     ４８０㎏以上 
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⑤        気相ライン連結 

         ９８０㎏ 

 

                         ≧  １，０００㎏(合算) 

 

         ９８０㎏ 

バルク貯槽（又は貯槽） 

並  列 

 

 

         液相ライン連結 

         ９８０㎏ 

 

                         ≧  １，０００㎏(合算) 

 

         ９８０㎏ 

バルク貯槽（又は貯槽） 

並  列 

 

留意事項 

 

バルク貯槽はできるだけ単独設置とする。 

併設してバルク貯槽を複数設置し、気相または液相ラインを 

連結する場合には、液移動の起こらない設備にすること。 

 

ＶＲ 
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２．貯蔵施設の概要（貯蔵量 3トン以上 10トン未満） 

 

（１）販売所の貯蔵施設（販売用容器置場）であって、貯蔵量が 3トン以上 10トン未満の貯蔵

施設にあっては、貯蔵施設の設置許可又は変更の許可等が必要である。 

（２）販売事業の新規登録にあたっては貯蔵施設の所有又は占有する場合にあって、貯蔵量が

3トン以上 10トン未満となる時は、新規の登録申請前に貯蔵施設を完成させていかなけ

ればならない。 

※ 仮に内法面積 12 ㎡として貯蔵能力を計算する場合、容器の貯蔵本数は、 

12㎡×80%÷0.16〈50ｋ容器設置面積〉の計算式となり 

60本で貯蔵能力は 3,000㎏となる。 

（３）販売所の貯蔵施設（販売用容器置場）であって、貯蔵量が 3 トン以上 10 トン未満の貯蔵

施設の施設距離は貯蔵施設の面積により第 1 種保安物件に対して ℓ1 以上、第 2 種保安物

件に対しては、ℓ2以上の距離を有すること。（但し、緩和措置あり） 

（液石法第 16条第 1項、規則第 52条、規則第 14条第 2号） 

 

※ 製造事業所を廃止して、貯蔵施設にする場合は、担当部局に相談すること。 
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３．申請手続きの手順 

 

（１）貯蔵施設等設置許可（液石法第 36条 規則第 51条） 

（下線が引いてあるものは、申請者がするもの） 

 
 

 

※ 許可を受ける必要がある者 

① 静岡県内に 3,000 ㎏以上の貯蔵施設を設置しようとする者 

② 静岡県内に特定供給設備を設置しようとする者 

  （特定供給とは、容器：3,000㎏以上、バルク容器：3,000㎏以上、 

貯槽：1,000 ㎏以上、バルク貯槽：1,000 ㎏以上の供給設備） 

  

貯蔵施設等設置許可申請書

申 請 受 理 

審 査 

工  事  着  工 

許 可 （所管行政庁による許可証の交付） 

工  事  完  成 

貯蔵施設等完成検査申請書 

完 成 検 査 

貯蔵施設等完成検査証交付 

貯蔵施設（特定供給設備）使用開始 

技術基準に適合しない場合は不合格となり、 
工事のやり直し後もう一度検査を受けなけれ

ばならない 

意 見 書 交 付 申 請 書 
貯蔵施設(特定供給設備)の所在地を所轄

する消防長又は消防署長へ提出 
意見書 
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（２）貯蔵施設等変更許可 （液石法第 37条の 2 規則第 56条） 

（下線が引いてあるものは、申請者がするもの） 

 

※ 変更許可を受ける必要がある者 

所管行政庁の貯蔵施設等の許可を受けている者で、貯蔵施設等の位置、構造、設備装

置を変更しようとする者 

貯蔵施設等設置変更許可申請書 

申 請 受 理 

審    査 

工  事  着  工 

変 更 許 可 （所管行政庁による変更許可証の交付） 

工 事 完 成 

貯蔵施設等完成検査申請書 

完 成 検 査 

貯蔵施設等完成検査証交付 

貯蔵施設(特定供給設備)使用開始 

技術基準に適合しない場合は不合格となり、 
工事のやり直し後もう一度検査を受けなけれ

ばならない 

意 見 書 交 付 申 請 書 

意見書 
貯蔵施設(特定供給設備)の所在地を所轄する

消防長または消防署長へ提出 
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４．貯蔵施設等設置許可申請書 

（１）バルク供給による特定供給設備（1トン以上 3トン未満） 

許可申請に必要な書類 

項
目 

書   類 

新規 
変
更 

備   考 頁 様式 法
人 

個
人 

１ 
貯蔵 施設等設置許可 
申 請 書 

○ ○   P134 P187 

２ 
貯 蔵 施 設 等 
変 更 許 可 申 請 書 

  ○  P134 P188 

３ 委 任 状 △  △ 
代理人（支店長等）が申請する場合
に限る 

P134 ― 

４ 特定供給設備の明細書 ○ ○ ○  P134 P130 

5-1 消防の意見書交付申請書    
貯蔵施設等の所在地を所管する消
防長等へ申請 

― P189 

5-2 消 防 の 意 見 書 ○ ○ ○ 消防長が交付する書類 ― ― 

5-3 防 火 管 理 の 計 画 書    消防の意見書交付申請に必要な書類 ― P190 

６ 貯 蔵 施 設 の 設 計 書 ○ ○ ○  P148 P162 

７ 案 内 図 ○ ○ ○ 設置場所より半径２㎞程度の図 P148 ― 

８ 緊 急 時 対 応 地 図 ○ ○ ○ 
保安機関、販売店との距離がわか
る図面 

P148 ― 

９ 付 近 状 況 図 ○ ○ ○ 

１種２種施設距離、火気距離、ロー
リー停車位置、ローリー停車位置
からの保安距離、火気距離、  障
壁等の配置図 

P150 ― 

10 貯槽・機器等配置配管図 ○ ○ ○  P150 ― 

11 貯槽・機器等配管系統図 ○ ○ ○  P150 ― 

12 機 器 一 覧 表     ― ― 

13 消 費 配 管 図 ○ ○ △ 
消費機器、警報器、警報盤も明示 
（静岡県指導） 

P150 ― 

14 緊急時連絡のフロ－シ－ト ○ ○ ○ （静岡県指導） P150 P164 
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項目 書   類 

新規 
変
更 

備   考 頁 様式 法
人 

個
人 

15 基 礎 図 ○ ○ △  P150 ― 

16 地盤の支持力の証明 ○ ○ △ （静岡県指導） P152 P153 

17 構造壁、障壁の構造図 ○ ○ △ ある場合のみ P154 ― 

18 
ガス検知管、標識杭、腐食 
防 止 措 置 の 明 示 図 

○ ○ △ 地下バルクの場合 P156 ― 

19 浮上りを防止する措置の検討 ○ ○ △ 地下バルクの場合 P156 P157 

20 
貯 槽 の 仕 様 書 
及 び 強 度 計 算 書 

○ ○ △  P158 ― 

21 
ア ン カ ー ボ ル ト の 
強 度 検 討 書 

○ ○ △ 地上設置の場合（静岡県指導） P158 P160 

22 
ベーパーライザーの仕様書 
及 び 強 度 計 算 書 

○ ○ △ 
ある場合のみ 
KHK の消費型認定ならば強度計算
書は不要 

P158 ― 

23 
調 整 器 の 仕 様 書 
及 び 強 度 計 算 書 

○ ○ △  P158 ― 

24 
配管・弁類の仕様書 
及 び 強 度 計 算 書 

○ ○ △ 認定品であれば強度計算書は不要 P158 ― 

25 
対震遮断装置の仕様書 
及 び 組 立 図 

○ ○ △  P158 ― 

26 
ガス漏れ警報器等の 
仕 様 書 、 組 立 図 

○ ○ △  P158 ― 

27 消 火 器 カ タ ロ グ ○ ○ △  P158 ― 

28 収 入 証 紙  等 ○ ○ ○ 申請手数料 P158 ― 

○：必要 △：必要あれば 

申請書の作成は、上記提出書類の順序に従って行うこと。 

129



第 2 編 第 4 章 

特定供給設備の［設置・変更］明細書（１ｔ以上３ｔ未満のバルク貯槽） 

※ 変更の内容,理由 

 

従前の許可番号 

 

特定供給設備の名称 
 
 

℡ 

   －   － 

特定供給設備の 
設置場所 

〒 

 

販 売 所 及 び 所 在 地  

(名称) 

〒 
 

℡ 

－   － 

販 売 所 か ら の 距 離 
( 到 着 時 間 ) 

直線距離     ｋｍ（    分） 
供給メーター

個数 
個 

※変更前の販売業者名 
及 び 所 在 地 

(名称) 

(住所)  
 

℡ 

－   － 

保 安 機 関 名 
( 緊 急 時 対 応 ) 

(名称)              (認定番号) 

(住所) 
 

℡ 

   －   － 

距離・到着時間 （        km）・（        分） 

ガ ス の 種 類 プロパン（Ｐ） ・ ブタンミックス（ＰＢ） ・ ブタン（ＢＢ） 

貯 蔵 能 力  ｋg×    基＝      ｋg 

※変更前の貯蔵能力 ｋg×    基＝      ｋg 

施 
 
設 
 
距 
 
離 

保 安 距 離 

第１種保安物件名 第２種保安物件名 

  

法定距離  ｍ 水平距離   ｍ 法定距離  ｍ 水平距離   ｍ 

保安物件に対する緩和措置 不要・必要 (障壁・埋設・構造壁） 

仰角内対象物 有・無 緩和措置の方法（          ） 

火 気 を 取 り 扱 う 
施 設 と の 距 離 

(施設名) 

法定距離 ５ ｍ 水平距離     ｍ 

緩 和 措 置 有・無 

緩和措置の方法（           ） 

迂 回 距 離           ｍ 

備考：設置・変更のいずれかを○で囲む。なお設置の場合は、※印欄は記入しない。 
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バ

ル

ク

貯

槽

及

び

周

辺

の

状

況 

バ ル ク 貯 槽   

設 置 方 法 地上設置式 ・ 地下設置式 

合 格 証 等 の 種 類 特定設備検査合格証・特定設備基準適合証 

プロテクター内ガス漏れ検知器 有・無（理由            ） 

漏 え い 情 報 常 時 監 視 
有（監視先             ） 

無（理由              ） 

地 上 設 置 式   

ア ー ス （ 方 法 ）   アース線  ・  その他  

車 両 接 触 防 止 措 置 
有（         ）高さ     ㎝ 

無（                 ） 

放出管の設置・雨水浸入防止措置 有（キャップ･その他     ） 

基礎     ㎝ 〔地盤面より 5㎝以上〕  アンカー直径      ㎜ 

地 下 設 置 式   

貯槽頂部と地盤面 

ま で の 距 離 
㎝ 

貯 槽 の 位 置 標 識  

（ 四 隅 ） 
有・無 

設 置 の 方 法 
埋設・水没・ 

貯槽室 
車 両 乗 入 防 止  有・無 

ガス検知用 

孔あき管の設置 
有 

プロテクターのふたの

断熱(5㎝) 
有 

マグネシウム陽極の

質量及び数量 
     Kg×      本 

浮 上 り 防 止 措 置 

材 料 コンクリート・その他（       ） 

形 状 縦   ㎝×横   ㎝×高さ   ㎝ 

浮力計算は別途書類による 

貯 槽 の 絶 縁 

貯槽本体 方法及び材料  

配  管 方法及び材料  

ガ ス 放 出 防 止 器   液側閉止流量    kg/ｈ ガス側閉止流量     kg/ｈ 

消 火 設 備  
消火器能力  

法定本数       本 設置本数         本 

表 示 ・ 警 戒 標  バルブ開閉表示 有 
流れ方向

表示 
有 警 戒 標 有 

対震自動ガス遮断装置 形 式  遮断部設置位置  

ガ

ス

発

生

設

備 

切 替 装 置    有 ・ 無 系 統 液 相 ・ 気 相 

調 整 器     
供給圧力 ｋPa 減圧方式 単段式 ・ ニ段式 

調整能力 ｋg/h 

集 合 装 置    集合管（口径）   A（材料）     （接合） 

気 化 装 置    
型 式  認定番号  

能 力 ㎏/h×  基 気化方式  
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【記載例】 

特定供給設備の［設置・変更］明細書（１ｔ以上３ｔ未満のバルク貯槽） 

※ 変更の内容、理由 A 

 

従前の許可番号 

 

特定供給設備の名称 B ○ ○ ○ 健康センター ℡ 

０５４-２２１-２２６９ 

特定供給設備の 
設置場所      C 

〒４２０－０００１ 

     ○○市○○３５－１ 

販売所及び所在地 D 

(名称)   

    △△ガス株式会社△△営業所 

〒430-0002 

  △△市△△１１２ 

℡ 

０５４-２２１-１１１１ 

販 売 所 か ら の 距 離 
( 到 着 時 間 )  E 

直線距離  ２０ ｋｍ（ ４０ 分） 
供給メーター個

数 
２ 個 

※変更前の販売業者名 
及 び 所 在 地 F 

(名称)  

(住所)  
    

℡ 

 

保 安 機 関 名 
( 緊 急 時 対 応 ) G 

(名称) 

   ○○保安センター㈱○○営業所 

(認定番号)  

22A4321VA-(1) 

(住所) 
○○市○○９－６ 

℡ 

０５４-２２２-９９９９ 

距離・到着時間 （    ７  km）・（     １５   分） 

ガ ス の 種 類 H 
 

プロパン（Ｐ） ・ ブタンミックス（ＰＢ） ・ ブタン（ＢＢ） 

貯 蔵 能 力  I ２，９５０ ｋg× １ 基＝  ２，９５０ ｋg 

※変更前の貯蔵能力 J      ｋg×   基＝        ｋg 

施 
 
設 
 
距 
 
離 

保 安 距 離 K 

第１種保安物件名 第２種保安物件名 

○ ○ ○ 健康センター  鈴木 次郎宅 

法定距離 ７ ｍ 水平距離 １１ｍ 法定距離 ７ ｍ 水平距離 ２５ ｍ 

保安物件に対する緩和措置 
 

不要・必要 (障壁・埋設・構造壁） 

仰角内対象物 
 

有・無 緩和措置の方法（          ） 

火気を取り扱う 
施設との距離  L 

(施設名)  厨房用給湯器 

法 定 距 離 ５ ｍ 水平距離    ４ ｍ 

緩 和 措 置 
 

有・無 

緩和措置の方法（  構 造 壁   ） 

迂 回 距 離        ６  ｍ 

備考：設置・変更のいずれかを○で囲む。なお設置の場合は、※印欄は記入しない。 
   アルファベット（A～W）は、後述の説明項目。 
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バ

ル

ク

貯

槽

及

び

周

辺

の

状

況 

バルク貯槽   M 

設 置 方 法 地上設置式(例１) ・ 地下設置式(例 2) 

合 格 証 等 の 種 類 特定設備検査合格証・特定設備基準適合証 

プロテクター内ガス漏れ検知器 有・無（理由             ） 

漏 え い 情 報 常 時 監 視 
有（監視先 ○ ○㈱○○情報センター ） 

無（理由               ） 

地上設置式   N 

(例 1) 

ア ー ス （ 方 法 ） アース線  ・  その他 

車 両 接 触 防 止 措 置 
有（   ガード  ）高さ ８０ ㎝ 

無（                 ） 

放 出 管 の 設 置 ・ 雨 水 浸 入 防 止 措 置 有（キャップ･その他     ） 

基礎  ３０ ㎝ 〔地盤面より５㎝以上〕  アンカー直径  ２０  ㎜ 

地下設置式  O 

（例２） 

貯槽頂部と地盤面 

ま で の 距 離 

 
３０ ㎝ 

貯 槽 の 位 置 標 識  

（ 四 隅 ） 
有・無 

設置の方法 
埋設・水没・ 

貯槽室 
車 両 乗 入 防 止  

 
有・無 

ガス検知用 

孔あき管の設置 
有 

プロテクターのふたの

断熱(5㎝) 
有 

マグネシウム陽極 

の質量及び数量 
      ５ Kg×     ６ 本 

浮上り防止措置 

材 料 コンクリート・その他（       ） 

形 状 縦１７０㎝×横３８０㎝×高さ２５㎝ 

浮力計算は別途書類による 

貯 槽 の 絶 縁 

貯槽本体 方法及び材料 絶縁ボルトにて固定 

配  管 方法及び材料 絶縁ソケットにて接続 

ガス放出防止器 P 液側閉止流量 ３００kg/ｈ ガス側閉止流量  １００kg/ｈ 

消 火 設 備 Q 
消火器能力   Ａ－４   Ｂ－１０   Ｃ 

法定本数     ３ 本 設置本数       ３ 本 

表 示 ・ 警 戒 標 R バルブ開閉表示 
 

有 流れ方向表示 
 

有 警 戒 標 
 

有 

対震自動ガス遮断装置

S 
形 式 落 球 式 遮断部設置位置 

一次調整器出口 

ガ

ス

発

生

設

備 

切替装置   T 有 ・ 無 系 統 液 相 ・ 気 相 

調整器    U 
供給圧力 ２．８ ｋPa 減圧方式 単段式 ・ ニ段式 

調整能力 １００  ｋg/h 

集合装置   V 集合管（口径）   A（材料）     （接合） 

気化装置   W 
型 式 ＶＰ－Ｓ１００ＥＣ 認定番号 ５-１１１ 

能 力 １００ ㎏/h×１ 基 気化方式 電熱温水式 
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特定供給設備の基準（バルク貯槽） 

項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

貯蔵施設等設置許可申請書 

特定供給設備を設置して液化石油

ガスを供給しようとする者は、その所

在地を管轄する都道府県知事の許可

を受けなければならない。 

 

液石法第 36 条 1項規則第 51条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

貯蔵施設等変更許可申請書 

 液石法第 37条の 2 

 詳細は下記 4の A参照 

 

 

 

 

3 

 

委任状 

 

申請者が社長ではなく代理者(支店長

等)の時、委任状を添付すること。 

様式は問わない。 

4 

A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定供給設備の明細書 

変更の内容、理由および許可番号 

貯蔵施設の位置、構造若しくは設備

を変更しようとするとき、又は特定供

給設備の位置、構造、設備若しくは装

置を変更しようとするときは、その許

可をした都道府県知事の許可を受け

なければならない。ただし、貯蔵施設

の撤去その他経済産業省令で定める

軽微な変更をしようとするときは、こ

の限りではない。 

液石法第 37 条の 2規則第 56条 

 

 

 

 

旧特定供給設備（容器で 1t 以上 3t 未

満）からバルク貯槽へ切替えるときは新

設扱いとする。 

 

 

   

B～D 

 

E 

 

F 

 

名称、設置場所、所在地 

 

販売所からの距離 

 

変更前の販売所の名称、所在地 

説明省略 

 

直線距離は、地図上の直線距離 

 

説明省略 
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施設基準 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

許可申請書は 2部提出すること。（1部返却） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更許可申請書は 2部提出すること。 

 （1部返却） 

 

 

 

 

 

 

 

 

明細書    P130 

明細書記載例 P132 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

G 

 

 

 

 

 

 

H 

 

I 

J 

 

 

K 

 

 

 

 

 

保安機関 

 

 

 

 

 

 

ガスの種類 

 

貯蔵能力 

変更前の貯蔵能力 

 

 

保安距離 

▸ 貯蔵能力が 1000㎏以上 3000kg未満の

バルク貯槽は、次に定める基準に適合

するものであること。 

▸ バルク貯槽は、その外面から第 1種保

安物件又は第 2 種保安物件に対し 7ｍ

以上の距離を有すること。ただし、次

のいずれかに該当する場合は、この限

りではない。 

 

（イ）告示で定めるところにより、第１

種保安物件又は第 2種保安物件に対

し、加熱試験に合格する構造壁又は

これと同様以上の性能を有する壁

を設けた場合。 

（ロ）第１種保安物件又は第 2種保安物

件に対し鉄筋コンクリート障壁等

を設けた場合。 

（ハ）バルク貯槽を地盤面下に埋設した

場合。 

 

規則第 54条第 2号ロ(1)(ⅰ) 

 

 

保安業務に係る一般消費者等の供給設備

及び消費設備には原則として 30分以内に到

着し、所要の措置を行うことができる体制

を確保すること。 

 

保安業務告示第 2条第 3号ロ 

 

説明省略 

 

 

PB の貯蔵能力については、プロパン、ブ

タンの混合比により算出のこと。 

 

 

 

第 1 種及び第 2 種保安物件に対する保安

距離は原則として所有地、または借地権等

により確保すること。なお、距離の測定は水

平距離によって行う。 

 

通達（規則関係）第 54条 

 

 

 

第 1種保安物件 

▸ 学校、病院等に対しては、敷地からの距離

となる。 

▸ 学校、病院等の施設内で特定供給設備を

おく場合は、建物からの距離となる。 

 

通達（規則関係）第 1条の 3 

 

▸ P138に構造壁で保安距離の短縮例、P139

に障壁で保安距離の短縮例を記載。 

▸ 構造壁、障壁の構造については、P154 を

参照すること。 
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施設基準 解釈 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保安距離の緩和のために設ける障壁等は、他

の区分より下記の距離以上をとること。 

 

 

 

 

 

 

 

敷地の 

境界線 

他の 

構造物 

障壁 

（防火壁） 

0.5ｍ 0.5ｍ 0.5ｍ 

 

委託・受託契約書の添付は不要。 

緊急時対応 

災害の発生など一般消費者等からの通知

又は自らその事実を知った時、すみやかに措

置を講ずる業務。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省問答例 

 

問１．解答日 平成 16年 9月 28日 

 

ホテルの 1 階部分が駐車場となっており

（2方向が外壁に囲まれているが、他の方向

は開放されている）、その一部分の駐車場と

して利用しているスペースの地下にバルク

貯槽を設置できるか？ 

答 

保安物件内での設置であるため原則認め

られない。 

 

問２．解答日 平成 16年 9月 28日 

 

ホテルの外壁の近くにバルク貯槽が設置

されている所で、ローリーを 1階部分の駐車

場に停車し、充てん作業は可能か？ 

答 

保安物件内での充てん作業は原則認めら

れない。 
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施設基準 

 

 構造壁で保安距離の短縮例  

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｌ１＋Ｌ２≧７ｍ 

L１：構造壁端部から保安物件までの最短距離 

L２：貯槽外面と構造壁端部までの最短距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｌ３＋Ｌ４≧７ｍ 

Ｌ３：構造壁端部から保安物件までの最短距離 

Ｌ４：貯槽外面と構造壁端部までの最短距離 

 

バルク供給・充てん設備告示第２条  

 

 

  

Ｌ２ 

Ｌ１ 
保 

安 

物 

件 

構 

造 

壁 

バルク貯槽 

構 

造 

壁 

Ｌ４ Ｌ３ 

保 

安 

物 

件 

バルク貯槽 
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施設基準 

 

 障壁で保安距離の短縮例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例示基準 ２．障壁  

 

仰角も考慮すること 

 

  

障 
 

壁 

保 

安 

物 

件 

バ
ル
ク
貯
槽 

７ ｍ 未 満 

障 
 

壁 

保 

安 

物 

件 

７ ｍ 未 満 

バルク貯槽 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

L 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火気を取扱う施設との距離 

 

バルク貯槽は、その外面から火気（当

該バルク貯槽に附属する気化装置内の

ものを除く。）を取扱う施設に対し、貯

蔵能力が 3000kg 未満のものにあって

は、5ｍ以上（3000 ㎏以上のものにあっ

ては 8ｍ以上）の距離を有し、又は当該

バルク貯槽と火気を取扱う施設との間

に当該バルク貯槽から漏えいした液化

石油ガスが当該火気を取扱う施設に流

動することを防止するための措置を講

ずること。 

 

規則第 54条第 2号ハ 

 

 

 

「火気を取扱う施設」とは、ボイラー、

ストーブ等通常定置されて使用されるも

のをいい、煙草の火、自動車のエンジン

の火花は含まれない。 

 

通達（規則関係）第 18条 2． 

 

 

 

 

 

 

 

漏えいした液化石油ガスが火気を取り

扱う施設に流動することを防止するため

の措置は、高さ 2ｍ以上の耐火性の壁類

を貯蔵設備と火気を取り扱う施設との間

の迂回水平距離が、貯蔵能力 3000kg未満

の場合は 5ｍ以上、貯蔵能力が 3000㎏以

上の場合は 8ｍ以上となるように設ける

こととする。 

 

例示基準 16． 
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施設基準 運用及び解釈 

 

電気設備（蛍光灯等）を 5ｍ未満に設置する

場合には、防爆型電気設備を用いること。 

地盤面下のバルク貯槽は、プロテクターより 

5ｍ以上の火気距離をとること。 

 

防爆構造でない電気設備（コンセント、エア

コン等含む）は、火気取り扱う施設となる。 

 

 

 流動防止措置例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

Ｌ５＋Ｌ６≧５ｍ（水平迂回距離） 

 

Ｌ５：耐火性の隔壁からバルク貯槽外面までの最短距離 

Ｌ６：耐火性の隔壁から火気取扱施設の開放される可能性のある扉、窓等までの 

最短距離 

 

 

 

  

ボイラー室 
（火気取扱施設） 

耐
火
性
の
隔
壁 

バ
ル
ク
貯
槽 

Ｌ５ Ｌ６ 

ボ
イ
ラ
ー 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

M 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バルク貯槽 

バルク貯槽のプロテクター内のガス漏

れ検知器 

バルク容器及びバルク貯槽のプロ

テクター内に、告示で定めるところに

より、ガス漏れ検知器を設け、液化石

油ガスの漏えい情報等を常時監視す

るシステムと接続すること。ただし、

告示の定める場合にあっては、この限

りではない。 

 

規則第 19条第 1項第 5号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地上設置式 

バルク貯槽の接地 

バルク貯槽と大地とが絶縁されて

いる場合、告示で定めるところによ

り、大地と電気的に接続すること。 

 

 規則第 19 条第１項第 3号ニ（4） 

 

 

車両接触防止措置 

自動車等車両が接触しない措置を

講ずること。 

 

規則第 19条第 1項第 1号ワ 

 

 

 

常時監視するシステムは、出力信号を

電話回線等により自動的に伝達する機

能を有すること。 

 

バルク供給･充てん設備告示第15条第1項第2号  

 

地上設置の場合、漏えいの有無の確認

を 3ヶ月に 1回以上実施したときは、ガ

ス漏えい検知器を設置しなくてもよい

場合がある。 

 

バルク供給･充てん設備告示第15条第2項第2号 

 

ガス漏れ検知器を設置しなくてもよ

い場合の例は、P163を参照。 

 

バルク供給･充てん設備告示第15条第2項第1号 

 

 

 

 

▸ 接地接続線は、断面積 5.5㎜２以上（単

線を除く）とする。 

▸ 接地棒は直径７㎜以上、長さ 30 ㎝以

上の銅製のものとする。 

 

バルク供給・充てん設備告示第 11条 
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施設基準 運用及び解釈 

 

地下バルクはプロテクター内に、必ずガス

漏れ検知器が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フェンスまたは柵もしくはガードを設ける

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

地上設置の場合、漏えいの有無の確認を 3ヶ

月に 1 回以上実施する場合は、ガス漏えい検

知器を設置しなくてもよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高さは GLより 60㎝以上とする。 

車の通行する場所に面してバルク貯槽を設

置する場合は、原則としてフェンスのほかに

ガードも設けること。 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

O 

 

 

地下設置式 

▸ バルク貯槽の頂部は、30㎝以上地盤面

から下にあること。 

▸ バルク貯槽を埋設した場所に自動車

等車両が乗り入れることのないよう

な措置を講ずること。 

▸ バルク貯槽は、腐食を防止する措置を

講ずること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

腐食を防止するためマグネシウムを

下記の表の数量以上取付けること。 

バルク貯槽
の貯蔵能力 

マグネシウム 1本

当りの正味質量 

マグネシウ

ムの数量 

1000kg 以上

2000kg 未満 
5㎏以上 4本 

2000kg 以上

3000kg 未満 
5㎏以上 6本 

 

バルク供給・充てん設備告示第 10条 

第 1項第３号ハ 

 

  

▸ 地下水による浮上りを防止する措置

を講ずること。 

 

 

バルク供給･充てん設備告示第 13 条 

 

 ▸ バルク貯槽の周囲には、ガス検知用の

孔あき管を設置すること。 

 

 

 

▸ バルク貯槽の水平投影面の四隅に、埋

設後の貯槽の位置を示すための標識

杭を設置すること。 

▸ プロテクターのふたは、厚さ 5㎝以上

の不燃性の断熱材を裏当てすること。 

 

規則第 19条第１項第３号ホ 

  

貯槽の絶縁 

ガス検知用孔あき管は、バルク貯槽の

周囲 10cm以内に１本以上埋設すること。 

 

バルク供給･充てん設備告示第 14 条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バルク貯槽とガス取出配管及び液取

出配管は、絶縁継手等で取り付けること

により電気的に絶縁すること。 

バルク供給･充てん設備告示 

第 10条 3号へ 
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施設基準 運用及び解釈 

 

 

 

 

フェンスまたは柵もしくはガードを設け

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浮上り防止措置の計算例 P157 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

絶縁ソケット、絶縁フランジパッキン等 

を使い、プロテクター内で絶縁すること。 

 

 

 

 

 

 

高さは、GLより 60㎝以上とする。縁石、車

止めのみの措置だけでは、認められない。 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

P 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q 

 

 

 

 

 

 

ガス放出防止器 

告示で定めるところにより、ガス

放出防止器又は緊急遮断装置を取り

付けたガス取出バルブを設けるこ

と。 

 

規則第 19条第１号ロ 

 

 

 

 

 

 

 

 

消火設備 

バルク貯槽には、その貯蔵能力が

3000kg 未満のものにあっては、消火

設備を（3000kg 以上のものにあって

は、防消火設備）を設けること。 

規則第 54条第 2号ニ 

 

取付位置 

▸ ガス取出バルブ等の内部若しくは、出口

又は中圧部に設けること。 

▸ 液取出バルブ又は液取出弁の内部又は出

口に設けること。 

 

ガス放出防止器 
調整器の開放流量

以下で閉止 

液放出防止器 
調整器の表示容量

の 3倍以下で閉止 

 

バルク供給･充てん設備告示第 7条 

 
 

 

消火設備は消火器とする。 

消火器は、能力単位 A-4及び B-10以上

のもので、バルク貯槽にあっては、貯蔵能

力が 2000kg以下の場合 2個以上、2000kg

を超える場合3個以上の粉末消火器等を、

その周囲の安全な場所に設置すること。 

例示基準 5．防消火設備 

R 表示・警戒標 

 

説明省略 

S 対震自動ガス遮断装置 

イ又はロに掲げるもの及びハを設

置すること。 

 

イ．S型マイコンメーター（SB型） 

ロ．ガス漏れを検知したとき自動的に

ガスの供給を停止するもの 

ハ．対震遮断器 

 

規則第 18条第 22号 

 

説明省略 

 

T～W ガス発生設備 

 

説明省略 
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施設基準 運用及び解釈 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
センサー型式 

遮 断 部 

設置位置 

イ 
Ｓ型マイコンメ

ーター(SB型) 
ボール接点方式 低圧部 

ロ 
コントローラー

と遮断弁 
ボール接点方式 低圧部 

ハ 
対震センサーと

対震遮断弁 

落球式 

重錘磁石式 

倒立振子式 

中圧部 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

5-1 

 

 

5-2 

 

 

 

 

 

 

5-3 

 

 

 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

消防の意見書交付申請書 

 

 

消防の意見書 

許可の申請は、貯蔵施設又は特定供

給設備の所在地を管轄する消防長又

は消防署長の意見書を添えて行わな

ければならない。 

液石法第 36 条 2項 

 

防火管理の計画書 

 

 

 

貯蔵設備の設計書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

案内図 

 

 

 

緊急時対応地図 

 

 

 

１から 26 の書類を揃え、この特定供

給設備の所在地を所管する消防長又は

消防署長へ申請すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

例示基準 27． 
最大消費数量を供給しうる調

整器及び消費する液化石油ガス

に適合した調整器 
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施設基準 備   考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▸ 調整器の容量は、最大ガス消費量の 1.5倍

を標準とする。 

▸ 気化器の容量は、最大ガス消費量の 1.2倍

を標準とする。 

▸ ガスメーターの容量は、最大ガス消費量の

1.2 倍を標準とする。ただし、マイコンメ

ーターは、1.0倍以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▸ 申請書は、2部提出すること。（1部返却） 

▸ 申請料は、無料。 

▸ 申請書様式は P189を参照 

 

意見書は、およそ１週間の返却期間を見る

こと。 

 

 

 

 

▸ 防火管理の計画書の書式は P190を参照 

 

 

 

設計書の例は、P162を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置場所より半径 2㎞程度の図面で、最寄

の交通機関等からの道順がわかるもの。 

 

 

緊急時対応の保安機関、販売店との距離及

び到着時間を明示すること。 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

9 

 

 

 

 

 

10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 

 

 

12 

 

 

13 

 

 

14 

 

 

15 

 

 

 

 

 

 

 

付近状況図 

 

 

 

 

 

貯槽・機器等配置配管図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貯槽・機器等配管系統図 

 

 

機器一覧表 

 

 

消費配管図 

 

 

緊急時連絡のフローシート 

 

 

基礎図 

基礎は、平坦なコンクリート盤等に

よる水平かつ地盤面から5㎝以上高い

ものとする。 

規則第 19条第１号ヲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

▸ バルク貯槽には、バルク貯槽又は当該

バルク貯槽の周囲の見やすい箇所に、

液化石油ガス又はＬＰガス及び火気

厳禁と朱書きすること。 

▸ バルク貯槽には、バルク貯槽又は当該

バルク貯槽の周囲の見やすい箇所に、

緊急連絡先を表示すること。 

 

 規則第 19条第 3号ハ（9）（10） 
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施設基準 運用及び解釈 

 

第 1種保安物件、第 2種保安物件それぞれ

の物件名と水平距離及び火気又は火気取扱

施設名との距離を明示すること。 

障壁がある場合は配置を明示すること。 

 

 

 

 

ローリー停車位置を図面上に記入し、火気

距離（2ｍ）を明示すること。 

 

 

 

 

車両の接触防止措置を明示すること。 

フェンス、柵、ガードの高さは、GLより 60

㎝以上とすること。 

警戒標の位置を明示すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費機器、ガス漏れ警報器、警報盤の位置 

を明示すること。 

 

緊急時連絡のフローシート P164を参照 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤の支持力の証明 

P153の例を参照し、各自、計算書を

添付すること。 
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施設基準 

 

地盤の支持力の証明の計算例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 

コンクリート厚さ 300 
 
ベーパーライザー 運転時の荷重   280kg ① 
バルク貯槽 風袋 2,310kg＋LP ガス 2,830kg＝5,140kg ② 
コンクリート 10ｍ×3.5ｍ×0.3ｍ×2,350kg/ｍ３＝24,675kg ③ 

（密度 2,350kg/ｍ３）  
①+②+③ 合計 30,095kg 

コンクリート面積 10ｍ×3.5ｍ＝35 ㎡ 
したがってコンクリート１㎡には、30,095／35＝860kg/㎡の荷重がかかる。 
例示基準 20 より 
粘土質地盤の許容支持力度 20kN/㎡（この数字を使用すること） 

１㎏ｆ＝9.8N １N＝0.102kgｆ 
20×1,000×0.102＝2,040 ㎏ｆ/㎡の支持力があります。 
よって、  2,040 ㎏ｆ/㎡ ＞ 860kg/㎡ 
      地盤支持力  ＞ ＬＰガス設備の全体荷重 

沈下はおこりません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ベーパーライザー 

バ ル ク 貯

10,000 

3,500 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造壁、障壁の構造図 

（ある場合のみ） 

 

規則第 54条第 2号ロ(1)イロハ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障壁構造とは次の各号に掲げるもの

であって、高さ 1.8ｍ以上、(鉄筋コンク

リートの場合は 2m)で堅固な基礎の上に

構築され対象物を有効に保護できるも

のであること。 

 

（１）鉄筋コンクリート造り 

厚さ 12 ㎝以上のコンクリート

造りで、直径９㎜以上の鉄筋を縦

横 40 ㎝以下の間隔に配筋したも

のであること。 

（２）コンクリートブロック造り 

直径 9 ㎜以上の鉄筋を縦横 40

㎝以下の間隔に配筋し、特に隅部

の鉄筋を確実に結束し、かつ、ブ

ロック空洞部にコンクリートモ

ルタルを充てんしたものである

こと。 

（３）鋼板製障壁 

（イ） 厚さ 3.2㎜以上の鋼板に、

縦横 40 ㎝以下の間隔に

30×30 ㎜以上の等辺山形鋼

を溶接で取り付けて補強し

たものであること。 

（ロ） 厚さ 6 ㎜以上の鋼板に、

縦・横 1.8ｍ以下の間隔に

30×30 ㎜以下の等辺山形鋼

を溶接で取り付けて補強し

たものであること。 

 

例示基準２． 
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施設基準 運用及び解釈 

 

▸ 構造壁等の設置は、最大２方向までとする

こと。 

▸ 構造壁等の下部は、地盤面に接するように

設置すること。 

▸ 火気を迂回するために設置した構造壁等

には、開口部がないこと。 

▸ 構造壁等は、当該構造壁等に投影されたバ

ルク貯槽の縦及び横より 7ｍ以上の長さを

有していること。ただし、当該バルク貯槽

の外面から構造壁等の端部までの距離と

当該構造壁等の端部から第1種保安物件ま

たは第2種保安物件との距離の和のうち最

短の距離が 7ｍ以上の長さを有するように

構造壁等を設けた場合、並びに当該バルク

貯槽に係る他の構造壁等及び地盤面と接

する部分については、この限りでない。 

 

バルク供給・充てん設備告示第 2条第 3項 

 

 

 

 

 

構造壁 

JIS/A1304 規定の 30 分加熱試験に合格

する構造の壁若しくは、同等以上の性能を

有する壁。保安物件の外壁がこの規格の壁

であればこの外壁を構造壁とみなすこと

ができる。 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ガス検知管、標識杭、腐食を防止する

措置の明示図 

（地下バルクの場合） 

 

標識杭は、バルク貯槽の水平投影面の

四隅に設置すること。 

 

規則第 19条第 3号ホ(6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浮上りを防止する措置の検討 

（地下バルクの場合） 

  

 

 

▸ ガス検知用孔あき管はバルクの周囲

10㎝以内に１本以上埋設すること。 

▸ ガス検知用孔あき管は上方は地盤面

上に開口させ、土砂が入らないように

ふたを取付け、下方の先端はバルク貯

槽の底部より深い位置に埋設するこ

と。 

 

バルク供給･充てん設備告示第 14条 

 

▸ 防食電位を測定するための端子箱の

位置を明示すること。 

 

バルク供給･充てん設備告示第 10条 

 

 

コンクリート板の質量は、次頁の式を

用いて計算し、バルク貯槽及びコンクリ

ート板の質量の合計値が、その浮力の合

計値以上となるような質量とすること。 

 

バルク供給・充てん設備告示第 13条 

 

浮上り防止措置の計算例は P157参照。 
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例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浮上がり防止措置の設計（浮力計算） 
計算式 

W１＋V２×ρ２＝W１＋W２≧（V１＋V２）ρ１ 

        W２＝V２×ρ２ 

W１：バルク貯槽の空体総質量（kg）＜バルク貯槽仕様書による＞ 

W２：コンクリート板の質量（kg） 

V１：バルク貯槽の全容量（L）   ＜   同    上  ＞ 

V２：コンクリート板容積（L） 

ρ１：水の密度（kg／L） 

ρ２：コンクリートの密度（kg／L） 
 

１．浮力の計算 
（１）V１：バルク貯槽の全容量（L）  イ＜4,680＞（L） 
（２）V２：コンクリート板容積（L）  ロ＜1,615＞（L） 

タテ ㎝× ヨコ ㎝× 高さ㎝／10３ 

〈170〉㎝×〈380〉㎝×〈25〉㎝／10３ 

（３）ρ１：水の密度（kg／L）     ハ＜1.0＞ 
（４）浮力の計算 
  （イ＋ロ）×ハ          ①＜6,295＞（kg） 
 

２．質量の計算 
（１）W１：バルク貯槽の空体総質量（kg） ニ＜2,510＞（kg） 
（２）ρ２：コンクリートの密度（kg／L） ホ＜2.35＞ 
（３）W２：コンクリート板の質量（kg）  ヘ＜3,795＞（kg） 

ヘ＝ロ×ホ 
（４）質量の合計 

ニ＋ヘ             ②＜6,305＞（kg） 
 

   質量 ② ≧ 浮力 ①      
   ＜6,305＞（kg） ≧ ＜6,295＞（kg） 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

20 

 

 

21 

 

 

22 

 

 

 

23 

 

 

 

 

 

24 

 

 

 

25 

 

 

26 

 

 

27 

 

 

28 

 

 

 

貯槽の仕様書及び強度計算書 

 

 

アンカーボルトの強度検討書 

地上設置の場合 

 

ベーパーライザーの仕様書及び強度計

算書 

 

 

調整器の仕様書及び強度計算書 

 

 

 

 

 

配管・弁類の仕様書及び強度計算書 

 

 

 

対震遮断装置の仕様書及び組立図 

 

 

 ガス漏れ警報器等の仕様書及び組立図 

 

 

 消火器カタログ 

 

 

 収入証紙 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

例示基準 27． 
最大消費数量を供給しうる調整器及

び消費する液化石油ガスに適合した

調整器 
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施設基準 運用及び解釈 

 

 

 

 

 

 

 

ベーパーライザーのガス発生能力は、最大

ガス消費量の 1.2 倍を標準とする。 

 

 

調整器の容量は、最大ガス消費量の 1.5倍

を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考計算例は P160と P161を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請料：１件につき 21,000円 

完成検査申請料：１件につき 31,000円 

（2018年 11月現在） 
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アンカーボルト強度検討書（地上設置のみ） 

－ 7,000リットル横型バルク貯槽の検討書（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

A. アンカーボルトサイズ検討 
１．アンカー引抜きモーメント 

M＝FSHH―WL 
β１：重要度係数＝0.8（I） 
β２：地域係数＝1.0（特 A） 
β３：表層地盤増幅係数＝2.0（第四種地盤） 
KH：水平震度＝0.150β１β２β３＝0.24 
KSH：設計水平震度＝2.0 KH =0.48 
W1：貯蔵能力＝2830kg 
W2：貯槽重量＝2310kg 
W：総重量＝W1＋W2＝5140kg 
FSH：設計水平地震力＝KSHW＝2468kg 
H：貯槽重心位置（脚底部より）＝1000 ㎜ 
L：貯槽中心よりアンカーまでの最短距離＝横＝750 ㎜ 
                   正面＝650 ㎜ 
以上より 
M=横＝2468×1000－5140×750＝－1387000kg・㎜ 
  正面＝2468×1000－5140×650＝－873000kg・㎜ 
従って、貯槽重量が重いので、引抜き力はかからない。 
 

２．アンカーボルトせん断力 
ｆ＝FSH／４＝2468／４＝617kg 
ボルト断面積：M20＝234 ㎜２ 
σ＝617／234＝2.64kg／㎜２ 
2.64kg／㎜２≦10.25kg／㎜２（SS400 許容せん断応力） 
従って、本貯槽のアンカーボルトは M２０で十分である。 

 

FSH=2468kg 

1000 

Ｌ＝650 Ｌ＝750 

W=5140 
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アンカーボルト強度検討書（地上設置のみ） 

－ 7,000リットル縦型バルク貯槽の検討書（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A．アンカーボルトサイズ検討 

１．アンカー引抜きモーメント 

M＝FSHH―WL 

β１：重要度係数＝0.8（I） 

β２：地域係数＝1.0（特 A） 

β３：表層地盤増幅係数＝2.0（第四種地盤） 

KH：水平震度＝0.150β１β２β３＝0.24 

KSH：設計水平震度＝2.0 KH =0.48 

W1：貯蔵能力＝2830kg 

W2：貯槽重量＝2350kg 

W：総重量＝W1＋W2＝5180kg 

FSH：設計水平地震力＝KSHW＝2487kg 

H：貯槽重心位置（脚底部より）＝1920㎜ 

L：貯槽中心よりアンカーまでの最短距離＝475㎜ 

以上より 

M＝2487×1920－5180×475＝2,314,540kg・㎜ 

  アンカー引抜き力（引張り力） 

F=M/Lo 

Lo:ｱﾝｶｰ同士の最短距離＝1425㎜ 

F=2314540／1425＝1624kg 

アンカー引張り応力 

σ１＝F／A  A:アンカーボルトの断面積（M24）＝338 ㎜２ 

σ１＝1624／338＝4.80 kg／㎜２     4.80 kg／㎜２≦10.25 kg／㎜２（SS400 引張り応力） 

２．アンカーボルトせん断力 

ｆ＝ＦＳＨ／３＝2487／３＝829kg 

ボルト断面積（M２４）＝338㎜２ 

σ＝829／338＝2.45kg／㎜２ 

2.45kg／㎜２≦10.25kg／㎜２（SS400許容せん断応力） 

従って、本貯槽のアンカーボルトは、M24で十分である。 

 

 

FSH=2487kg 

LO=1425 
L=475 

H=1920 
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貯蔵設備の設計書の例 

 

１．設計条件 

（１）使用貯槽(容器)の種類・・・・・・7,231㍑（2,907kg）バルク貯槽 

（２）液化石油ガスの規格・・・・・・・・・・・・い号（PP95％以上） 

（３）最大消費数量・・・・・・・・・・・・・・・127.0kg/ｈ 

【最大消費数量算定根拠】 

① 温水ボイラー 

給湯時消費数量 465ｋW＝33.21 kg/ｈ（14kW=1 kg/ｈ） 

   ※同時使用率 100％ 

② 厨房 

総消費数量 274ｋW＝19.57kg/ｈ 

※同時使用率 70％（13.70kg/ｈ） 

③ GHP 
＜GH-１＞2.27ｍ３/ｈ÷0.482×１台＝4.71 kg/ｈ（ｍ３から kgへの変換は 0.482を使用） 

＜GH-２＞1.91ｍ３/ｈ÷0.482×２台＝7.93 kg/ｈ 

＜GH-３＞1.49ｍ３/ｈ÷0.482×２台＝6.18 kg/ｈ 

＜GH-４＞2.27ｍ３/ｈ÷0.482×13台＝61.22 kg/ｈ 

80.04 kg/ｈ 

※同時使用率 100％    （80.04 kg/ｈ） 

 

最大消費数量＝①＋②＋③＝33.21＋13.70＋80.04＝127.０ kg/ｈ 

 

２．ローリー充てん周期 

貯槽貯蔵量×2／3       2,907×2／3 

＝         ＝3.05日 

最大消費数量×平均稼動時間    127.0×5 

 

３．気化装置の選定 

最大消費数量×1.2＝127.0×1.2＝152.4→200 kg/ｈ採用 

 

４．調整器の選定 

最大消費数量×1.5＝127.0×1.5＝190.5 →１次側 200 kg/ｈ  

→２次側 200 kg/ｈ  

  

162



第 2 編 第 4 章 

ガス漏れ検知器を設置しなくてもよい場合（バルク供給・充てん設備告示第１５条第２項） 

地盤面上に設置したバルク貯槽及びバルク容器で、以下の場合にはガス漏れ検知器を設けなく

てもよい。 

① 貯蔵能力 150 ㎏未満のバルク貯槽及びバルク容器の場合 

バルク貯槽及びバルク容器の外面から水平３方向の周囲 1.3ｍ以内に高さ 1.5ｍ以上の構

築物がない場合 

② 貯蔵能力 150 ㎏～300 ㎏未満のバルク貯槽及びバルク容器の場合 

バルク貯槽及びバルク容器の外面から水平３方向の周囲２ｍ以内に高さ 1.5ｍ以上の 

構築物がない場合 

③ 貯蔵能力 300 ㎏～1,000㎏未満の 

バルク貯槽及びバルク容器の場合 

バルク貯槽及びバルク容器の外面 

から水平３方向の周囲 4ｍ以内に高 

さ 1.5ｍ以上の構築物がない場合 

④ 貯蔵能力 1,000㎏以上のバルク貯槽 

及びバルク容器の場合 

バルク貯槽及びバルク容器の外面 

から幅 3m以内かつ対面する２方向 

において 10m 以内に高さ 1.5m以 

上の構築物がない場合 

 

                          ④の説明 

   ④の説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3m 3m 

10m 

10m 

3m 

10m 10m 

3m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

構築物（高さ 1.5ｍ以上）がない 

構  築 

 

4m 
1.3m 

2m 
300 ㎏未満 

150 ㎏未満 

1,000 ㎏未満 
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① 平日昼間  

－  健康センター内での異常時  

 

 

 

 

 

 

－  特定供給設備での異常時  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電
話
連
絡 

緊急時連絡のフローシートの例 ① ②  

○ ○健康センター 
ガス漏れ警報器作動 
ガス臭い 等 

○ ○ ガス会社 
（緊急時対応保安機関） 
保安機関認定番号 

 

バルクのガス漏

れ検知器作動 
 

NCU 
NTT 
自動通報 

△ △ 情報センター 
（緊急時連絡保安機関） 

保安機関認定番号 

 
○ ○ ガス会社 
（緊急時対応保安機関） 

 
○ ○ 健康センター 

出動 

電話確認 

FAX 

電話連絡 

出動 
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② 休日・祝日・平日夜間  

－  健康センター内での異常時  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－  特定供給設備での異常時  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電
話
連
絡 

○○健康センター 
ガス漏れ警報器作動 
ガス臭い 等 

○ ○ 保安センター 
（緊急時対応保安機関） 
保安機関認定番号 

 

バルクのガス漏

れ検知器作動 
 

NCU 
NTT 
自動通報 

△ △ 情報センター 
（緊急時連絡保安機関） 
保安機関認定番号 

○ ○ 保安センター 
(緊急時対応保安機関) 

 
○ ○ 健康センター 

出動 

電話確認 

FAX 

電話連絡 

出動 

○○保安センター 
緊急要員 

○○保安センター 
緊急要員 

電
話
連
絡 

電
話
連
絡 
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（２）容器による特定供給設備（3トン以上 10トン未満） 

許可申請に必要な書類 

項目 書   類 

新規 
変
更 

備   考 頁 様式 法
人 

個
人 

1 
貯蔵施設等設置許可 
申 請 書 

○ ○   P134 P187 

2 
貯 蔵 施 設 等 
変 更 許 可 申 請 書 

  ○  P134 P188 

3 委 任 状 △  △ 
代理人（支店長等）が申請する場合に
限る 

P134 ― 

4 特定供給設備の明細書 ○ ○ ○  P134 P168 

5-1 
消防の意見書交付申請
書 

   
貯蔵施設等の所在地を所管する消防
長等へ申請 

― P189 

5-2 消 防 の 意 見 書 ○ ○ ○ 消防長が交付する書類 ― ― 

5-3 防 火 管 理 の 計 画 書    消防の意見書交付申請に必要な書類 ― P190 

6 貯 蔵 施 設 の 設 計 書 ○ ○ ○  P148 P162 

7 案 内 図 ○ ○ ○ 設置場所より半径２㎞程度の図 P148 ― 

8 緊 急 時 対 応 地 図 ○ ○ ○ 
保安機関、販売店との距離がわかる図
面 

P148 ― 

9 付 近 状 況 図 ○ ○ ○ 
１種２種施設距離、火気距離、ローリ
ー停車位置、ローリー停車位置からの
施設距離、火気距離、障壁等の配置図 

P150 ― 

10 容器・機器等配置配管図 ○ ○ ○  P150 ― 

11 容器・機器等配管系統図 ○ ○ ○  P150 ― 

12 機 器 一 覧 表 ○ ○ ○  ― ― 

13 消 費 配 管 図 ○ ○ △ 
消費機器、警報器、警報盤も明示 
（静岡県指導） 

P150 ― 

 

 

166



第 2 編 第 4 章 

項目 書   類 

新規 
変
更 

備   考 頁 様式 法
人 

個
人 

14 
緊急時連絡のフローシ
ート 

○ ○ ○ （静岡県指導） P150 P164 

15 貯 蔵 施 設 の 構 造 図 ○ ○ △  P174 ― 

16 
ベーパーライザーの仕
様書及び強度計算書 

○ ○ △ 
KHKの消費型認定ならば強度計算書は
不要 

P158 ― 

17 
調 整 器 の 仕 様 書 
及 び 強 度 計 算 書 

○ ○ △  P158 ― 

18 
配管・弁類の仕様書 
及 び 強 度 計 算 書 

○ ○ △ 認定品であれば強度計算書は不要 P158 ― 

19 
対震遮断装置の仕様書 
及び組立図 

○ ○ △  P158 ― 

20 
ガス漏れ警報器等の 
仕 様 書 、 組 立 図 

○ ○ △  P158 ― 

21 消 火 器 カ タ ロ グ ○ ○ △  P158 ― 

22 収 入 証 紙  等 ○ ○ △ 申請手数料 P158 ― 

        

        

        

        

        

 ○：必要 △：必要あれば 

申請書の作成は、上記提出書類の順序に従って行うこと。 
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特定供給設備の［設置・変更］明細書（容器 3トン以上 10トン未満） 

※ 変更の内容,理由 

 

従前の許可番号 

 

特定供給設備の名称 
 
 

℡ 

   －   － 

特定供給設備の設置場所 
〒 

 

販 売 所 及 び 所 在 地 

(名称) 

〒 
 

℡ 

－   － 

販 売 所 か ら の 距 離 
( 到 着 時 間 ) 

直線距離     ｋｍ（    分） 供給メーター個数    個 

※変更前の販売業者名 
及 び 所 在 地 

(名称) 

(住所)  
 

℡ 

－   － 

保 安 機 関 名 
( 緊 急 時 対 応 ) 

(名称)              (認定番号) 

(住所) 
 

℡ 

   －   － 

距離・到着時間 （        km）・（        分） 

ガ ス の 種 類 プロパン（Ｐ） ・ ブタンミックス（ＰＢ） ・ ブタン（ＢＢ） 

貯 蔵 能 力 ㎏×    本＝     ㎏ 

※変更前の貯蔵能力 ㎏×    本＝     ㎏ 

施 
 
設 
 
距 
 
離 

保 安 距 離 

第１種保安物件名 第２種保安物件名 

  

法定距離  ｍ 水平距離   ｍ 法定距離  ｍ 水平距離   ｍ 

保安物件に対する緩和措置 不要・必要 (障壁・埋設・構造壁） 

仰角内対象物 有・無 緩和措置の方法（          ） 

火 気を取り扱う 
施 設 と の 距 離 

(施設名) 

法定距離 ８ ｍ 水平距離     ｍ 

緩 和 措 置 有・無 
緩和措置の方法（           ） 

迂 回 距 離           ｍ 

備考：設置・変更のいずれかを○で囲む。なお設置の場合は、※印欄は記入しない。 
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容

器

収

納

施

設 

面 積 

（ 芯・芯 ）     ｍ ×    ｍ ＝      ㎡ 

（ 内・内 ）     ｍ ×    ｍ ＝      ㎡ 

構 造 

屋根  

床  

壁 

 造 高さ    ㎝ 厚さ     ㎝ 

（補強筋）      mmφ （間隔）縦   ㎝ 横   ㎝ 

扉 

型  式 片引戸 ・ 両引戸 

寸  法 高さ   ㎝ 幅   ㎝ 厚さ   ㎜ 

補強間隔 縦   ㎝ 横   ㎝ 
30×30㎜以上の
等辺山形鋼 

滞 留 防 止 措 置 

高さ   ㎝ 幅   ㎝ 設置場所   箇所 位置･方向   方 

全換気口面積      ㎝2 (必要面積      ㎝2 ) 

転落、転倒防止 
措 置 

 

消 火 設 備 
消火器能力   Ａ－     Ｂ－     Ｃ 

法定本数       本 設置本数         本 

表 示 ・ 警 戒 標 バルブ開閉表示 有 流れ方向表示 有 警 戒 標 有 

対震自動ガス遮断装置 形 式  遮断部設置位置  

ガ

ス

発

生

設

備 

切 替 装 置 有 ・ 無 系 統 液 相 ・ 気 相 

調 整 器 
供給圧力 ｋPa 減圧方式 単段式 ・ ニ段式 

調整能力     ㎏/h 

集 合 装 置 

集合管（口径） 

( 材 料 ） 

( 接 合 ） 

気 化 装 置 
型 式  認定番号  

能 力 ㎏/h×  基 気化方式  
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（記載例） 

特定供給設備の［設置・変更］明細書（容器３トン以上 10トン未満） 

※ 変更の内容、理由 A 

 

従前の許可番号 

 

特定供給設備の名称 B ○ ○ ○ 健康センター ℡ 

０５４-２２１-２２６９ 

特定供給設備の設置場所C 
〒４２０－０００１ 

     ○○市○○３５－１ 

販売所及び所在地 D 

(名称)   

    △△ガス株式会社△△営業所 

〒430-0002 

  △△市△△１１２ 

℡ 

０５４-２２１-１１１１ 

販 売 所 か ら の 距 離 
( 到 着 時 間 )E 

直線距離  ２０ ｋｍ（ ４０ 分） 供給メーター個数  ２ 個 

 
※変更前の販売業者名 
及 び 所 在 地 F 

(名称)  

(住所)  
    

℡ 

 

保 安 機 関 名 
( 緊 急 時 対 応 ) G 

(名称) 

   ○○保安センター㈱○○営業所 

(認定番号)  

22A4321VA-(1) 

(住所) 
○○市○○９－６ 

℡ 

０５４-２２２-９９９９ 

距離・到着時間 （    ７  km）・（     １５   分） 

ガ ス の 種 類 H プロパン（Ｐ） ・ ブタンミックス（ＰＢ） ・ ブタン（ＢＢ） 

貯 蔵 能 力 I ５０ ㎏× ７０ 本＝  ３，５００ ㎏ 

※変更前の貯蔵能力 J ㎏×    本＝        ㎏ 

施 
 
設 
 
距 
 
離 

保 安 距 離k 

第１種保安物件名 第２種保安物件名 

○ ○ ○ 健康センター  鈴木 次郎宅 

法定距離 16.97ｍ 水平距離 20ｍ 法定距離 11.31ｍ 水平距離 10 ｍ 

保安物件に対する緩和措置 
 

不要・必要 (障壁・埋設・構造壁） 

仰 角 内 対 象 物 
 

有・無 緩和措置の方法（          ） 

火気を取り扱う 
施設 との距離 L 

(施設名)  厨房用給湯器 

法 定 距 離 ８ｍ 水平距離   ７ ｍ 

緩 和 措 置 
 

有・無 

緩和措置の方法（   障  壁   ） 

迂 回 距 離      １０  ｍ 

備考：設置・変更のいずれかを○で囲む。なお設置の場合は、※印欄は記入しない。 
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容

器

収

納

施

設 

面 積 M 

（ 芯・芯 ） ９．３５ｍ × ３．１５ｍ ＝ ２９．４５㎡ 

（ 内・内 ） ９．２０ｍ × ３．００ｍ ＝ ２７．６０㎡ 

構 造 N 

屋根 繊維強化セメント板 

床 コンクリート 

壁 

コンクリートブロック 

(モルタルを充てん) 
造 高さ ２００㎝ 厚さ  １５ ㎝ 

（補強筋）  １０ mmφ （間隔）縦 ４０ ㎝ 横 ４０ ㎝ 

扉 

型  式 
 

片引戸 ・ 両引戸 

寸  法 高さ１９０㎝ 幅１２０㎝ 厚さ３．２㎜ 

補強間隔 縦 ３８㎝ 横 ４０㎝ 
30×30 ㎜以上の
等辺山形鋼 

滞留防 止措置 O 

高さ ２０ ㎝ 幅 ４０ ㎝ 設置場所 １２ 箇所 位置･方向４ 方 

全換気口面積 ９，６００ ㎝2 (必要面積 ８，２８０ ㎝2 ) 

転落、転倒防止 
措 置 P 

容器２本毎に転倒防止鎖を取付け 

消 火 設 備 Q 
消火器能力   Ａ－４    Ｂ－１０   Ｃ 

法定本数     ４ 本 設置本数       ４ 本 

表 示 ・ 警 戒 標 R バルブ開閉表示 
 

有 流れ方向表示 
 
有 警 戒 標 

 
有 

対震自動ガス遮断装置 S 形  式 落 球 式 遮断部設置位置 一次調整器出口 

ガ

ス

発

生

設

備 

切 替 装 置 T 有 ・ 無 系 統 液 相 ・ 気 相 

調 整 器 U 
供給圧力 ２．８ ｋPa 減圧方式 単段式 ・ ニ段式 

調整能力 １００  ㎏/h 

集 合 装 置 V 

集合管（口径） ２５Ａ 

( 材 料 ） 圧力配管用炭素鋼鋼管  

( 接 合 ） フランジ及び溶接 

気 化 装 置 W 
型 式 VP-Ｓ100EC 認定番号 ５－１１１ 

能 力 100 ㎏/h×１ 基 気化方式 電熱温水式 
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特定供給設備の基準（容器 3トン以上 10トン未満） 

項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

1 

 

申請書委任状 

 

P134参照 

～   

３ 

４ 

Ａ 

 

明細書 

 

 

P134～P135参照 

～   

Ｊ   

Ｋ 保安距離 

貯蔵施設(次の表に掲げる

ものを除く)は、その外面か

ら第 1 種保安物件に対し

16.97ｍ以上、第 2 種保安物

件に対し、11.31ｍ以上の距

離を有すること。 

規則第 53条第 1号イ 

 

  

貯蔵設備の区分 

貯蔵設備の外面から最

も近い第 1 種保安物件ま

での距離 

貯蔵設備の外面から最

も近い第 2 種保安物件ま

での距離 

(イ) 貯蔵能力が 1 万

㎏未満の貯蔵設備 
13.58ｍ以上 9.05ｍ以上 11.31ｍ未満 

(ロ)同上 13.58ｍ以上 16.97ｍ未満 9.05ｍ以上 

 

上記の表に掲げる貯蔵施設

(イ)及び(ロ)には、16.97ｍ以内

にある第 1種保安物件又は 11.31

ｍ以内にある第 2 種保安物件に

対し、鉄筋コンクリート障壁等を

設けること 

規則第 53条第 1号ロ 

障壁は P154参照 
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施 設 基 準 運用及び解釈 

 

 

 

 

貯蔵能力 

集合管に未使用の根元バルブが

装着されている場合は貯蔵量に

合算する。 

 

 

 

  

3ｔ以上 10ｔ未満 

設置不可 

設置不可 

設置不可 設置不可 設置不可 

13.58m 16.97m 

11.31m 

9.05m 

第 1 種施設距離 

第
２
種
施
設
距
離 

障壁なし 
で設置可 

(イ) 

(ロ) 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

 

Ｌ 

 

火気を取り扱う施設との距

離貯蔵施設は、その外面から火

気(当該貯蔵設備に附属する気

化装置内のものを除く)を取り

扱う施設に対し 8ｍ以上の距

離を有し、又は当該貯蔵設備と

火気を取り扱う施設との間に

当該貯蔵設備から漏えいした

液化石油ガスが当該火気を取

り扱う施設に流動することを

防止するための施設を設ける

こと。 

規則第 53条第 1号ハ 

 

漏えいした液化石油ガスが火気を取り扱う施

設に流動することを防止するための施設は、高さ

2ｍ以上の耐火性の壁類とし、これを貯蔵設備と

火気を使用する施設との間の迂回水平距離が 8ｍ

(3000㎏未満のものは 5ｍ)以上となるように設け

ることとする。 

例示基準 16 

Ｍ 面積 

 

説明省略 

 

Ｎ 

 

構造 

貯蔵設備には、不燃性又は

難燃性の材料を使用した軽

量な屋根又は遮へい板を設

けること。 

規則第 53条第 1号チ 

  

貯蔵設備(販売所内に設置さ

れているものを除く)には、さ

く、へい等を設けること。 

規則第 53条第 1号ホ 

 

材料については、例示基準 3.もしくは第 1章の

P56参照 

 

 

 

 

 

さく、へい等とは、さく、へいの他、コンクリ

ートブロックで建てられたいわゆる貯蔵設備の

壁を含む。 
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施 設 基 準 運用及び解釈 

 

電気設備(蛍光灯等)を設置する場合には防爆型電気設

備を用いること。 

 

 

（１）貯蔵設備は障壁構造とする。 

（２）漏えいしたガスが滞留しない構造とするため有効

な換気のための措置を講ずる。 

（３）屋根の骨組みは不燃性又は難燃性の軽量な屋根を

設けること。 

（４）扉は鋼板製障壁構造として次の各号の基準を満た

すこと。 

① 建物内側の引戸又は内開き戸とし、各扉の左右

は建物出入口と 4㎝超、上下は建物出入口と 5㎝

以上重なること、又は各扉の四辺すべてが建物出

入口と 3㎝以上重なることとする。ただし、二枚

扉の場合は、各扉の三辺が 3 ㎝以上重なればよ

い。 

② 開閉の容易な構造とすること。 

③ 扉の高さは 1.8ｍ以上とすること。 

（５）床面は平らなコンクリート造り等で、地盤面以上

の高さとする。 

 

貯蔵設備は、関係者以外が立

ち入らないように、扉には施錠

等をすること。 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

Ｏ 滞留防止措置 

貯蔵設備は、当該ガスが漏

えいしたとき滞留しないよ

うな構造とすること。 

規則第 53条第 1号ニ 

 

 

漏えいした液化石油ガスが滞留しないような

構造又は措置は、次の基準のいずれかに適合する

ものとする。 

（１）床面に接し、かつ、外気に面して設けられ

た換気口の通風可能面積の合計が床面積 1㎡

につき 300㎝2（金網等を取り付けた場合は、

その太さによって減少する面積を引いた面

積とする）の割合で計算した面積以上（１箇

所の換気口の面積は 2,400 ㎝ 2以下とする）

であること。この場合、四方を障壁等で囲ま

れている場合にあっては、換気口は 2方向以

上に分散して設けること。 

（２）次の基準に適合した強制換気装置を設ける

こと。 

① 通風能力が床面積 1 ㎡につき 0.5 ㎡

/min以上であること。 

② 吸入口を床面近くに設けること。 

③ 排気ガス放出口を地盤面上より 5ｍ以

上高い位置に設けること。 

例示基準４． 

 

Ｐ 転落、転倒防止措置 

充てん容器等(内容積が 5

リットル以下のものを除く)

には、転落、転倒等による衝

撃及びバルブの損傷を防止

する措置を講ずること。 

規則第 53条第 1号リ 

 

 

充てん容器等に講ずべき転落、転倒等による衝

撃及びバルブ等の損傷を防止する措置は、次に定

めるところによるものとする。 

（１）水平で、かつ、上から物が落ちる恐れのな

い場所に置くこと。 

（２）充てん量が 10kg 以上の容器については、鉄

鎖、ロープ等により、地震に際して転倒しな

いようにすること。 

例示基準９． 
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施 設 基 準 運用及び解釈 

 

 

 

 

換気口面積の算定は内法面積を基準とすること。 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

Ｑ 消火設備 

貯蔵設備には、消火設備を

設けること。 

規則第 53条第 1号ト 

 

消火能力は能力 A-4及び B-10以上(粉末 ABC消

火器 15型以上)の粉末消火器を、貯蔵される液化

石油ガスの最大貯蔵量 1トンにつき 1個以上設置

すること。 

例示基準 5． 

 

Ｒ 表示・警戒標 

貯蔵設備はその外部から

見やすいように警戒標を掲

げたものであること。 

規則第 53条第 1号へ 

 

 

警戒標は次の基準による。 

（１）警戒標を掲げる場所は、販売施設の出入口

又は販売施設等に近接又は、立ち入ることが

できる場所の周辺の外部から見やすい場所

とする。この場合近接又は立ち入ることがで

きる方向が数方向ある場合には、それぞれの

方向に掲げること。 

（２）警戒標の表示は次のとおりとする。(いずれ

もたて型でもよい。) 

① ＬＰガス特定供給設備 

② ○燃（赤色文字とする） 

③ 火気厳禁（赤色文字とする） 

④ 貯蔵施設等の管理者の氏名、住所 

⑤ 貯蔵施設等の管理者の電話番号 

例示基準 1. 

 

Ｓ 対震自動ガス遮断装置 

 P146 参照 
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施 設 基 準 運用及び解釈 

  

 

 

 

さく、へいのある場合は、さく、へい、貯蔵施設等外

部から見やすい場所の出入口付近に表示するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）、⑤の次に「無断立入禁止」の標識を追加する

こと。 
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項目 提出書類及び関係法令 基準・通達等 

Ｔ 切替装置 

貯蔵設備が容器である場

合は、一般消費者等への液化

石油ガスの供給を中断する

ことなく充てん容器等の交

換を行うことができる設備

をもうけること。 

規則第 53条第 3号 

 

 

一般消費者等への液化石油ガスの供給を中断

することなく充てん容器等の交換を行うことが

できる設備は、次の基準のいずれかに適合するも

のとする。 

（１）自動切替調整器 

使用側の容器から供給される液化石油

ガスの圧力が 0.07MＰa 以上 0.1MＰa 未満

の範囲で自動的に予備側の容器から液化

石油ガスの供給が開始されるものである

こと。 

（２）継手金具付高圧ホース(チェック弁付のも

のに限る) 

例示基準 7． 

 

Ｕ ガス発生装置 説明省略 

～   

Ｗ   

5-1   P148～P158を参照 

～   

22 
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施 設 基 準 運用及び解釈 
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（３）容器による貯蔵施設（3トン以上 10トン未満） 

許可申請に必要な書類 

項
目 

書 類 

新規 
変
更 

備   考 頁 様式 法
人 

個
人 

1 
貯蔵施設等設置許可 
申 請 書 

○ ○   P134 P187 

2 
貯 蔵 施 設 等 
変 更 許 可 申 請 書 

  ○  P134 P188 

3 委 任 状 △  △ 
代理人（支店長等）が申請する場合
に限る 

P134 ― 

4 貯 蔵 施 設 の 明 細 書 ○ ○ ○  ― P183 

5-1 消防の意見書交付申請書    
貯蔵施設等の所在地を所管する 
消防長等へ申請 

― P189 

5-2 消 防 の 意 見 書 ○ ○ ○ 消防長が交付する書類 ― ― 

5-3 防 火 管 理 の 計 画 書    
消防の意見書交付申請に必要な 
書類 

― P190 

6 案 内 図 ○ ○ ○ 設置場所より半径２㎞程度の図 P148 ― 

7 付 近 状 況 図 ○ ○ ○  P150 ― 

8 施 設 の 構 造 図 ○ ○ △  P174 ― 

9 消 火 器 カ タ ロ グ ○ ○ △  P158 ― 

10 収 入 証 紙  等 ○ ○ ○ 申請手数料 P158 ― 

 ○：必要 △：必要あれば 

申請書の作成は、上記提出書類の順序に従って行うこと。 
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貯 蔵 施 設 の 明 細 書 

種  別  設置・変更（内容                    ） 

販

売

所 

名 称  

所 在 地  

業務主任者の氏名  

貯

蔵

施

設 

所 在 地  同一敷地内・外（販売所まで   ㎞） 

所 有 形 態 自己所有・占有（所有者名                  ） 

面 積 
（ 芯・芯 ）縦      ｍ×横       ｍ＝        ㎡ 

（ 内・内 ）縦      ｍ×横       ｍ＝        ㎡ 

施 設 距 離 ℓ1＝    ｍ ℓ2＝    ｍ ℓ3＝      ｍ ℓ4＝      ｍ 

貯 蔵 能 力 ５０㎏容器 ×       本＝          ㎏ 

保安物件に対する

距 離 

第 1種保安物件（           ）水平距離      ｍ 

第 2種保安物件（           ）水平距離      ｍ 

緩和措置  有・無  緩和措置の方法（             ） 

火 気 距 離 
施設名（             ）水平距離      ｍ 

緩和措置  有・無  緩和措置の方法（             ） 

構 造 

屋

根 
 床  

壁 
           造 高さ     ㎝ 厚さ     ㎝ 

(補強筋) ㎜ φ (間隔) 縦    ㎝ 横    ㎝ 

扉 

型 式 片引戸 ・ 両引戸 

寸 法 高さ       ㎝ 幅    ㎝ 厚さ    mm 

補強間隔 縦   ㎝ 横   ㎝  30×30㎜以上の等辺山形鋼 

滞 留 防 止 

措 置 

高さ   ㎝ 幅   ㎝ 設置場所   箇所 位置・方向    方 

全換気口面積        ㎝2 （必要面積         ㎝2 ） 

転 落 、 転 倒 

防 止 措 置 
 

消 火 設 備 消火器    本 能力 A－    ・B－      ・Ｃ 

警 戒 標 識 有 ・ 無 電気設備 有 (       )・ 無 

施設距離： 床面積は「芯・芯」とする。（小数点以下第 3位を四捨五入） 

貯蔵能力： ５０㎏容器の最大貯蔵本数として次の計算式を用いる。 

      計算式 ５０㎏容器本数＝内法面積×８０％÷０.１６(50㎏容器設置面積) 
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（記載例）      貯 蔵 施 設 の 明 細 書 

種  別  設置・変更（内容                    ） 

販

売

所 

名 称  山川液化ガス㈱ 

所 在 地 静岡市清水区谷田○○－○   TEL０５４３－○○－○○○○ 

業務主任者の氏名  静岡 一郎   浜松 二郎 

貯

蔵

施

設 

所 在 地 静岡市清水区谷田○○－○ 同一敷地内・外（販売所まで   ㎞） 

所 有 形 態 自己所有・占有（所有者名                  ） 

面 積 
（ 芯・芯 ）縦 ５．５０ ｍ×横  ７．２０ ｍ＝  ３９．６０ ㎡ 

（ 内・内 ）縦 ５．３５ ｍ×横  ７．０５ ｍ＝  ３７．７２ ㎡ 

施 設 距 離 ℓ1＝２２．５ｍ ℓ2＝ １５ｍ ℓ3＝ １１．２５ｍ ℓ4＝ ７．５  ｍ 

貯 蔵 能 力 ５０㎏容器 ×  １８８  本＝    ９，４００  ㎏ 

保安物件に対する

距 離 

第 1種保安物件（  若葉小学校     ）水平距離   ６０ ｍ 

第 2種保安物件（  住宅「山田一郎宅」 ）水平距離   ８ ｍ 

緩和措置 有・無緩和措置の方法(保安物件の方向を障壁構造とした) 

火 気 距 離 
施設名（  焼 却 炉      ）水平距離  １０  ｍ 

緩和措置 有・無 緩和措置の方法（           ） 

構 造 

屋

根 
繊維強化セメント板 床  コンクリート 

壁 
コンクリートブロック(モルタルを充てん)造 高さ２００㎝ 厚さ１５㎝ 

(補強筋) １０㎜ φ (間隔) 縦 ４０ ㎝ 横 ４０ ㎝ 

扉 

型 式 片引戸 ・ 両引戸 

寸 法 高さ １９０ ㎝ 幅 １０５㎝ 厚さ ３．２mm 

補強間隔 縦３８㎝ 横３５㎝ 30×30㎜以上の等辺山形鋼 

滞 留 防 止 

措 置 

高さ ２０㎝ 幅 ４０㎝ 設置場所 １５箇所 位置・方向 ４方 

全換気口面積 １２，０００㎝2 （必要面積  １１，３１６ ㎝2 ） 

転 落 、 転 倒 

防 止 措 置 
壁にフックを取付け、鎖がけを行う 

消 火 設 備 消火器  ２ 本 能力 A－  ６ ・B－  １２  ・Ｃ 

警 戒 標 識 有 ・ 無 電気設備 有 (防爆電灯)・ 無 

施設距離： 床面積は「芯・芯」とする。（小数点以下第 3位を四捨五入） 

貯蔵能力： ５０㎏容器の最大貯蔵本数として次の計算式を用いる。 

      計算式 ５０㎏容器本数＝内法面積×８０％÷０.１６(50㎏容器設置面積) 
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５．貯蔵施設等完成検査申請 

 完成検査に必要な書類 

項

目 
書 類 備    考 

特定供給設備 貯蔵 

バルク種類 
容器 容器 

地上 地下 

1 
貯蔵施設等完成検査 

申 請 書 
 ○ ○ ○ ○ 

2 委 任 状 代理人（支店長等）が申請する場合に限る ○ ○ ○ ○ 

3 配管フローシート 機器番号を記入したもの ○ ○ ○  

4 バ ル ク 貯 槽 特定設備検査合格証か、特定設備基準適合証 ○ ○   

5 検 査 成 績 書 
調整器、高圧バルブ、安全弁等の高圧ガス設備試験

等成績証明書か認定試験者等成績書 
○ ○ ○  

6 配 管 ミ ル シ ー ト 
配管記号表示が無塗装又は写真等で確認できるも

の 
○ ○ ○  

7 
ガ ス 配 管 の 

耐圧･気密検査報告書 

高圧部 (耐圧 2.6MＰa以上,気密 1.56MＰa以上) 

中圧部 (耐圧 0.8MＰa以上,気密 0.15MＰa以上) 

（ 写真必要 ） 

○ ○ ○  

8-1 写 真 等 
アース棒の設置状況 

（絶縁抵抗値の測定は不要） 
○  ○  

8-2 〃 

鉄筋を配筋した状態でメジャーを該当箇所に置き

基準に合致していることが判明できるもの(構造

壁、障壁等がある場合） 

○ ○ ○ ○ 

8-3 〃 

砂の状況、絶縁アンカーボルトの設置状況と絶縁抵

抗値１kΩ 以上のわかるもの（浮き上がり防止措

置）、貯槽の搬入状況 

 ○   

8-4 〃 

ガス検知用の孔あき管と設置状況 

（貯槽と 10ｃｍ以内の距離） 

貯槽底部より深い位置がわかるもの(埋込寸法) 

 ○   

8-5 〃 

Ｍｇ（マグネシウム）防食設置の状況、 

基準電位（－1.0Ｖ以下）と対地電位 

（－850ｍＶ以下）の報告書 

 ○   

8-6 〃 
基礎の縦、横、高さのわかるもの（メジャー等をつ

けて） 
○ ○   

9 収 入 証 紙  等 
完成検査申請料 1件につき 31,000円 

（2018年 11月現在） 
○ ○ ○ ○ 

※申請書の作成は、上記提出書類の順序に従って行うこと。 

※検査当日準備するもの 

① メジャー  

② 漏えい検知液  

③ 検査用窒素（高圧部 1.56ＭＰa以上、中圧部 0.15ＭＰa以上） 

④ ガス漏れ検知器のテスト用器具（監視センターとの確認ができるようにすること） 
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６．貯蔵施設等変更届 (液石法第 37条の 2、規則第 57条) 
（１）届出が必要となる変更 

以下の項目１～５に該当する変更 

 変 更 の 内 容 
届出区分 

備 考 
バルク 容器 

１ 貯 蔵 施 設 の 撤 去  ○ 撤去した貯蔵施設に係る許可証、完成検査証 

２ 
貯蔵施設等の消火設備の
変更 

○ ○ 
消火能力を証する書面等(カタログ、写真、
納品書等) 

３ 
貯蔵施設等に係る換気孔
の増設 

 ○ 換気孔の位置、構造図 

４ 
特定供給設備及び貯蔵施
設 の 廃 止 

○ ○ 許可証、完成検査証 

５ 特定供給設備の名称変更 ○ ○ 許可証の写し 

（２）届出書類 

① 貯蔵施設等変更届出書（P193 様式第 30） 

② 添付書類 

（３）提出先 

所管行政庁 
 

７．許可及び届出の不要な工事 
（１） 警戒標の付けかえ 

（２） 同一材料での屋根のふきかえ 

（３） 同一製造事業者による同一型式の調整器、気化装置等の交換 

（４） 高圧部以外の配管の変更 
 

８．その他 
（１）譲 渡 

① 第三者が所有している貯蔵施設または特定供給設備を譲り受けた場合 

▸ 設置の許可が必要。 

なお、第三者から譲り受けた場合であって、当該貯蔵施設または特定供給設備

に何の変更も加えないときは、新たに完成検査を受ける必要はない。 

② 液化石油ガス販売事業者が販売事業承継届を提出した場合 

▸ 新たに「設置」の許可を受ける必要はない。ただし、当該貯蔵施設または特定供給

設備の変更があるときは、変更の許可が必要である。 

（２）廃 止 

▸ 貯蔵量の変更により、特定供給設備の廃止をした場合、貯蔵施設等変更届出書を提

出するとともに設備工事届等の届出を提出する必要がある。 

▸ バルク貯槽を廃止移送する場合は、KHKのＬＰガスバルク貯槽移送基準（KHKS0740）

による。 

 

186



第 2 編 第 4 章 

様式第 28（第 51 条関係） 

× 整 理 番 号  

× 審 査 結 果  

× 受理年月日     年  月  日 

× 許 可 番 号  

 

貯蔵施設等設置許可申請書 

       年   月   日 

        様 

        氏名又は名称及び法人に 

あってはその代表者の氏名                          ㊞ 

        住          所 〒 

        連 絡 担 当 者 名 

        電          話        －       － 

 

 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第 36 条の 1 項の規定により許可を

受けたいので、次のとおり申請します。 

 

1 貯蔵施設又は特定供給設備を設置しようとする販売所の名称及び所在地 

 

 

 

 

 

2 設置しようとする貯蔵施設又は特定供給設備の所在地 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）1 この用紙の大きさは、日本工業規格 A4とすること。 

2 ×印の項は記載しないこと。 
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様式第 29（第 56 条関係） 

× 整 理 番 号  

× 審 査 結 果  

× 受理年月日     年  月  日 

× 許 可 番 号  

 

貯蔵施設等変更許可申請書 

       年   月   日 

        様 

        氏名又は名称及び法人に 

あってはその代表者の氏名                          ㊞ 

        住          所 〒 

        連 絡 担 当 者 名 

        電          話        －       － 

 

 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第 37 条の 2 第 1 項の規定により許

可を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

1 貯蔵施設又は特定供給設備を設置しようとする販売所の名称及び所在地 

 

 

 

2 設置しようとする貯蔵施設又は特定供給設備の所在地 

 

 

 

3 貯蔵施設又は特定供給設備の変更の内容 

 

 

 

 

（備考）1 この用紙の大きさは、日本工業規格 A4とすること。 

2 ×印の項は記載しないこと。 
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× 整 理 番 号  

× 受理年月日  

× 交付年月日     年  月  日 

× 交 付 番 号  

 

意 見 書 交 付 申 請 書 

 

       年   月   日 

        様 

 

        氏名又は名称及び法人に 

あってはその代表者の氏名                          ㊞ 

        住          所 〒 

        連 絡 担 当 者 名 

        電          話        －       － 

 

 

 

 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律(昭和 42 年法律第 149 号)に定める

ところにより、貯蔵施設等の許可を受けたいので、同法第 36 条第 2 項又は同法施行規則第 56 条

第 2項に定める意見書を交付されたく、別添関係書類を添えて申請いたします。 
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防 火 管 理 の 計 画 

名 称 

所 在 地 
 

責 任 者 

職 氏 名 
 

業 務 主 任 者 

職 氏 名 
 

防 火 担 当 者 

職 氏 名 
 

生 年 月 日  生 年 月 日  

販 売 施 設 
敷地面積 建物構造・棟数 建物階数 建面積・延面積 

    

最大貯蔵数量 

 従

業

員 

男   名 

 女   名 

 計   名 

消火設備等 

種  別 数 量 種  別 数 量 

    

    

各種測定器具類 

    

    

    

    

自主点検の方法  

消防訓練の方法  
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防 災 教 育 の 

方 法 

 

 

発 災 時 に お け る 措 置 

任務分担 

担当別 氏  名 担当別 氏  名 

    

    

    

活動の方法  

 

付近図                              Ｎ 

 添付図面の通り 
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様式第 31（第 59 条関係） 

× 整 理 番 号  

× 審 査 結 果  

× 受理年月日     年  月  日 

× 検 査 番 号  

 

貯蔵施設等完成検査申請書 

       年   月   日 

        様 

        氏名又は名称及び法人に 

あってはその代表者の氏名                          ㊞ 

        住          所 〒 

        連 絡 担 当 者 名 

        電          話        －       － 

 

 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第 37 条の 3 第 1 項本文の検査を受

けたいので、次のとおり申請します。 

 

1 検査を受けようとする貯蔵施設又は特定供給設備の許可の年月日及び許可番号 

 

 

 

2 検査を受けようとする貯蔵施設又は特定供給設備の所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）1 この用紙の大きさは、日本工業規格 A4とすること。 

2 ×印の項は記載しないこと。 
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様式第 30（第 58 条関係） 

× 整 理 番 号  

× 受理年月日     年  月  日 

 

貯蔵施設等変更届書 

       年   月   日 

        様 

        氏名又は名称及び法人に 

あってはその代表者の氏名                          ㊞ 

        住          所 〒 

        連 絡 担 当 者 名 

        電          話        －       － 

 

 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第 37 条の 2 第 2 項の規定により次

のとおり届け出ます。 

 

1 変更の内容 

 

 

 

2 変更の年月日 

 

 

 

3 変更の理由 

 

 

 

 

 

 

（備考）1 この用紙の大きさは、日本工業規格 A4とすること。 

2 ×印の項は記載しないこと。 
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資   料 

〈 バルク供給に係る供給設備について 〉 

(１) バルク貯槽・バルク容器は、その貯蔵能力・充てん方法に応じて定められている保安距

離を確保すること。 

規則第 19条 72条 バルク供給・充てん設備告示第 2条 

 

貯蔵能力 1000㎏未満のバルク貯槽の技術上の基準（規則第 19条 3） 

（１）保安距離 

バルク貯槽・バルク容器の保安距離は、貯蔵能力によって次表の保安距離が必要となる。 

貯蔵能力 

(Q：トン) 
貯蔵形態 

保 安 距 離 等(注 1) 

ｄ1 ｄ2 ｄ3 ｄ4 

Ｑ＜１ 
バルク貯槽 

地上設置 
(注 2) 

1.5ｍ→構造壁:0 

(注 2) 

1.0ｍ→構造壁:0 
2ｍ超 ― 

地下設置 
(注 2) 

0 

(注 2) 

0 
2ｍ超 ― 

バルク容器 ― ― 2ｍ超 ― 

（注１）ｄ1：第 1種保安物件との保安距離 

ｄ2：第 2種保安物件との保安距離 

ｄ3：火気との距離 

ｄ4：火気取扱施設との距離 

（注２）構造壁を設けた場合、バルク貯槽を地下に設置した場合は保安距離を短縮でき

る。 

▸ 厚さ 12㎝以上の鉄筋コンクリート造り又は同等以上の強度を有する障壁を設けた場合、

バルク貯槽を地下に設置した場合は保安距離を短縮できる。 

▸ 学校、病院等の施設には、校庭、病院の庭等が含まれる。（ただし、当該学校、病院等に

ＬＰガスを供給するための貯蔵設備に適用する場合を除く。なお、当該学校、病院の庭等

に貯蔵設備を設置する場合には、当該施設を利用する者が通常通行しない場所に設置する

等、保安の確保に努めること。） 

 

（２）構造壁等（構造壁又はこれと同等以上の性能を有する壁）の設置方法 

① 構造壁の目的 

貯蔵能力が 1000 ㎏未満のバルク貯槽を地上設置する場合は、第一種保安物件及び第

二種保安物件に対して保安距離を設ける必要がある。この保安距離は、火災等の影響

のおそれの無い距離として設定したものである。 

保安距離を緩和するためには、加熱試験に合格する構造壁又はこれと同等以上の性

能を有する壁をバルク貯槽と保安物件の間に設置する。構造壁等は、保安物件を火災等

から防護するために設置することを目的としている。 
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② 建築物の外壁の条件 

ＬＰガスの供給を受ける消費設備が設置されている建築物の外壁が、JISA1304(1994)

（建築構造部分の耐火試験方法）に規定される 30分加熱試験に合格するものと同等以

上の性能を有する場合にあたっては、当該外壁を構造壁とみなすことができる。ＡＬＣ

パネル、強化石膏ボード等に、30 分加熱試験に合格するものと同等以上の性能を有す

る壁に該当するものがある。（詳細については材料メーカーに確認する。） 

 

バルクローリーの保安距離（規則第 72条） 

バルクローリーの保安距離は、バルク貯槽及びバルク容器にＬＰガスを充てんするバルク

ローリーの種類に応じて下表の保安距離が必要となる。 

充てん設備 第 1種保安物件 第 2種保安物件 

新型バルクローリー (民生用バルクローリー) 1.5ｍ 1.0ｍ 

従来型バルクローリー（工業用バルクローリー） 15.0ｍ 10.0ｍ 

（注１）保安距離は充てん設備の外面（充てん口を含む）から確保できる。 

（注２）構造壁等を設けた場合は、保安距離を短縮できる。 
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バルク貯槽等の告示検査の合理化及び効率化について 

（１）作業計画の作成及び作業責任者の指名等（規則第 16 条第 22 号の 2） 
バルク貯槽の告示検査は、次のイからヘまでに掲げる基準により保安上支障のない状態

で行うこと。 
イ 修理等をするときは、あらかじめ、修理等の作業計画及び当該作業の責任者を定め、

修理等は、当該作業計画に従い、かつ、当該責任者の監督の下に行うこと。 
ロ 修理等をするときは、あらかじめ、その内部の液化石油ガスを液化石油ガスと反応

しにくい不燃性のガス又は液体で置換する等の危険を防止する措置を講ずること。 
ハ 修理等のため作業員が貯槽等内に入るときは、ロの規定による置換に使用されたガ

ス又は液体を空気で再置換すること。 
ニ 貯槽等を開放して修理等をするときは、当該貯槽等に他の部分から液化石油ガスが

漏えいすることのないよう当該貯槽等の前後のバルブを閉止するとともに、仕切板を

施す等の措置を講ずること。 
ホ ニの規定により閉止されたバルブ（操作ボタン等により当該バルブを開閉する場合

にあっては、当該操作ボタン等）又は仕切板には、誤操作を防止するため、操作して

はならない旨を表示するとともに施錠をする等の措置を講ずること。 
ヘ 修理等が終了したときは、当該貯槽等から液化石油ガスの漏えいのないことを確認

した後でなければ使用しないこと。 
 
（２）検査時における仮設供給設備の貯蔵能力の特例（規則第 21 条第 2 項） 

貯蔵能力 1,000kg 未満のバルク貯槽に仮設供給設備を連結した場合、合計の貯蔵能力が

1,000kg 以上になれば、特定供給設備の許可及び完成検査が必要となるが、次の①②の条

件を満たせば、当該バルク貯槽に現に貯蔵されているＬＰガスの数量を、貯蔵能力とみな

す。 
 

① 当該バルク貯槽にＬＰガスを充填してはならない旨の表示をすること。 
② ＬＰガスを充填できないように封印すること。 

 
 

→ 貯槽等に現に貯蔵されているＬＰガス量に（1,000kg－現在の貯蔵量）未満の仮設供給

設備を連結した場合は、貯蔵能力 1,000kg未満とみなし、特定供給設備の許可及び完成検

査を免除する。 
 

 
（２）仮設供給設備による液化石油ガス設備工事届における貯蔵能力の特例(規則第 87 条第 2 項) 

貯蔵能力 500kg 以下のバルク貯槽に仮設供給設備を連結した場合、合計の貯蔵能力が

500kg 以上になれば、液化石油ガス設備工事の届出義務が課せられるが、次の①②の条件

を満たせば、液化石油ガス設備工事の届出が免除される。 
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① 当該バルク貯槽にＬＰガスを充填してはならない旨の表示をすること。 
② ＬＰガスを充填できないように封印すること。 

 
（３）告示検査の記録及びその保存(規則第 131 条第 1 項の表、第 4 項) 

告示検査の適切な実施を立入検査で確認できるようにするため、バルク貯槽または附属

機器等の告示検査を行った場合、次の項目を販売所ごとに帳簿に記載し、２年間保存する。 
バルク貯槽の告示検査 
① バルク貯槽の種類及びその製造事業者の名称 
② 特定設備検査合格証（保安法第 56 条の 4 第 1 項）または、 

特定設備基準適合証（保安法第 56 条の 6 の 14 第 2 項）の番号及び発行年月日 
③ 検査を行った年月日 
④ 検査を行った者の氏名または氏名及び住所 
⑤ 検査の結果 

附属機器等の告示検査 
① 附属機器の種類、製造番号及び製造年月並びにその製造事業者の名称 
② 検査を行った年月日 
③ 検査を行った者の氏名または氏名及び住所 
④ 検査の結果 

 
（４）内面での非破壊検査(バルク告示第 1 条第 1 項第 2 号イ(1)) 

バルク貯槽のうち、その内部において作業が可能な場合には、外面に代えて内面につい

て非破壊検査を行うことができる。 
 
（５）告示検査に合格したバルク貯槽又は附属機器の表示(バルク告示第 1 条第 1 項第 3 号、第 2

項第 3 号) 
告示検査に合格したものと告示検査を行っていないものを区別するため、告示検査に合

格したバルク貯槽又は附属機器等に、次のイ、ロを表示すること。 
イ 検査を行った者の名称又は記号 
ロ 検査を行った年月 

 
（６）附属機器等の告示検査期間の延長(バルク告示第 1 条第 2 項第 1 号) 

附属機器の検査期限経過後１年以内にバルク貯槽が検査期限に到達する場合は、附属機

器の検査を延長し、バルク貯槽等の検査に合わせて行うことができる。 
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	＜GH-２＞1.91ｍ３/ｈ÷0.482×２台＝7.93 kg/ｈ
	＜GH-４＞2.27ｍ３/ｈ÷0.482×13台＝61.22 kg/ｈ
	①　貯蔵能力150㎏未満のバルク貯槽及びバルク容器の場合
	②　貯蔵能力150㎏～300㎏未満のバルク貯槽及びバルク容器の場合



